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は じ め に 

 

2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災では，最大震度 7 の非常に強い揺れとこれに伴って発生し

た大規模な津波が，東北から関東北部に渡る広い範囲で多大な被害を及ぼした．特に岩手県・宮城県・

福島県の沿岸部での津波被害は甚大であり，さらに原発事故のため福島県では長期避難を余儀なくされ

る状況も生じた．このような未曾有の被害を受け，東日本大震災からの災害復興においては，既存の法

律や制度に基づく対応がなされたほかに，新たな法律の制定等による特例的な措置も行われた． 
日本建築学会建築法制委員会は，建築法制の制度変遷を整理し法制・制度の評価を行い課題の解明を

行うことなどを目標として活動を行っている．これを踏まえ本報告においても，どのような建築法制度

に基づいて災害復興が行われたか，及びその結果としてどのような復興がなされたのかを整理すべく，

記録と検証が必要と考えられる事項を検討し，以下に示す 6 つの章からなる目次を構成した． 
第 1 章「災害復興に関する法制度の概要」では，災害後の応急的な対応の段階及び恒久的な復興を進

める段階において，建築物の復旧・復興に関して適用される法制度に関する概要を示した． 
第 2 章「被災建築物の応急危険度判定」では，地震で被害を受けた建築物に関して，その後の余震等

による倒壊や外壁等の落下などの二次被害を防ぐ目的から早期に実施される被災度の判定について，制

度の概要と過去災害における実績を紹介した上で，東日本大震災における実態と課題を説明した． 
第 3 章「被災市街地における建築制限」では，被災した市街地を健全な形で復興するため都市計画等

による対応が必要な区域について，一定の期間において建築物の建築を制限または禁止する対応に関し

て，制度の概要を説明するとともに，各制度に基づいて実施された建築制限の実態を整理した． 
第 4 章「仮設建築物に対する制限の緩和」では，被災した建築物の機能を早急に補完・代替するため

に，建築基準法の規定を適用せずに建設され一定期間後に撤去される仮設建築物に関して，応急仮設住

宅とその他の応急仮設建築物とに分けて建設状況と期間延長の実態を整理した． 
第 5 章「復興段階における建築制限」では，再び災害で被害を受ける可能性が高い地域での土地利用

や建築行為等を制限するために指定される災害危険区域を取り上げ，市町村毎の指定状況と制限内容を

整理した上で，災害危険区域の指定の仕方が異なる地域での土地利用の実態を比較した． 
第 6 章「復興事業に係る特例措置」では，復興事業を円滑かつ迅速に推進するために制定された特別

法に基づく，個別の規制・手続の特例や土地利用の再編に係る特例許可や手続の特例等を受ける仕組み

について概説し，これらの特例措置の運用状況及び適用事例について紹介した． 
これらの内容を執筆可能な著者の選定を進めたが，東日本大震災の復興に関わる建築法制分野の研究

者は数が少なく，結果的には編集担当も含む 3 名で執筆を分担することとした．震災から 5 年が経過し

復興の取組が一定程度進んだ 2016 年度から執筆を開始し，翌 2017 年度前半に原稿を一旦とりまとめ

た上で，同時に収録される別編の進行を見つつ調整や加筆修正を行って最終原稿を完成させた．なお，

執筆は主として 2016 年度に行われたため，本報告で扱われているのは震災後 5 年間の実態が中心とな

っており，その後の動向や復興が完了を迎える最終段階の状況までは取り扱えていない． 
最後に，本報告をまとめるにあたって貴重な資料や情報を提供していただいた関係各位に心から御礼

申し上げる． 
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は じ め に 

 

2011 年 3 月 11 日午後 2 時 46 分，東北地方太平洋沖でマグニチュード（Mw）9.0 の地震が発生した．

その後，午後 3 時半までの間に岩手県から千葉県外房の沿岸部を大津波が襲い，多くの街を破壊してい

った．東日本大震災の始まりである．地震の揺れ（震度 1 以上）は北海道から九州までほぼ全域に及び，

津波による浸水も東日本沿岸部の多大な被害を与えた．福島第一原子力発電所では深刻な原子力事故が

発生し，近隣地域の放射線量の高い地域では風評被害も発生した．影響範囲の甚大さと，地震，津波，

原子力事故，こうした複合性が東日本大震災をハザードの側面から見た特徴と言えよう．また，ハザー

ドを受ける側に目を向ければ，現在我々が直面している 21 世紀は少子高齢化，人口減少，過疎化など

に特徴づけられる社会である．こうした特徴を持つ東日本大震災は，20 世紀末に発生した阪神・淡路大

震災とも，21 世紀初頭に発生した新潟県中越地震ともまったく異なる都市災害となった．こうした東日

本大震災特有の状況を踏まえ，被災各地では将来の街の再建を夢見て，復興が進められていった． 
 
東日本大震災を受け，地震・地震災害に関わる 8 学会が協力して，東日本大震災の記録の全貌を後世

に伝えるべく「東日本大震災合同調査報告」が企画され，2013 年から刊行されることになった．本書

「建築編 11 都市計画」は日本建築学会が担当している全 11 編のひとつに位置付けられており，被災

した地域の都市復興を対象としている．同じ建築学会担当の報告書の中でも，本書は被災後の「都市復

興」を扱っているが故に，構造系分野とはその内容や執筆時期が大きく異なる．構造系分野は地震や津

波により被害を受けた構造物等を対象としており，なぜそれが壊れたのかが報告書の主な内容であるの

に対し，都市計画分野が対象としているのは，被災した街がどのようにして再建されたのかを扱う分野

であり，復興の全体像を把握するために少なくとも被災後数年間の時間を要するからである．そのため，

当初は地震発生から 5 年が経過した時点で執筆を開始することを考慮し，2017 年 3 月に本書を発刊す

る予定であった．しかしながら，諸事情によりさらに 2 年の月日を要することになった． 
 
本書の内容を決めていくうえで，編集ワーキンググループの幹事間で幾度となく打ち合わせを行い，

全体の構成と各章の内訳について話し合い，また委員と共に各分野の執筆者として適切な人材選定を行

なった．結果的に本書は全 9 章で構成されている． 
第 1 章では，わが国における津波災害と津波防災の歴史を振り返るとともに，津波常襲地域である三

陸沿岸部における 20 世紀の住宅立地の変遷について報告する．その後，2011 年東北地方太平洋沖地震

による被害概要について触れ，復興計画を策定する際に考慮される社会情勢と一連の復興過程の概略を

示している． 
第 2 章では，各自治体が策定することになる復興計画を進めるうえでの指針となる国による復興の基

本方針について，津波被災市街地復興手法検討調査や東日本大震災復興基本法について詳しく述べると

ともに，第 4 章で扱っている復興事業と第 5 章で扱っている住宅政策についての概要を述べている． 
第 3 章では，前章で述べた復興の基本方針を受けて各被災自治体が策定した復興計画を扱っている．

まず，被害の甚大であった岩手県と宮城県の復興計画の全体像を示し，その後，被災自治体 6 県 61 市

町村の基本情報と復興計画の策定過程およびその内容について述べている． 
第 4 章では，第 3 章で対象とした復興計画に基づき実施された面的復興事業の概要について述べると

ともに，被災市街地復興土地区画整理事業，市街地再開発事業，津波復興拠点整備事業，防災集団移転

促進事業，そして漁業集落防災機能強化事業について詳しく解説している． 
第 5 章では，被災者にとってとくに重要な要素である住宅再建について，住宅復興政策の論点，仮設

住宅，災害公営住宅，自力住宅再建，コミュニティの再生，被災地再建などに焦点を当てて，解説して



いる．そして，総括として広域巨大災害における住宅再建についても論じている． 
第 6 章では，地域の活力と関係する産業再生を対象としている．そして，東日本大震災における産業

災害について触れ，産業再生のための支援と事業について自治体復興計画と絡めながら解説し，最後に

農業，水産業，商工業を取り上げながら経済復興の状況についても述べている． 
第 7 章では，前述している復興のハード面を支援する復興まちづくりとその担い手について触れてい

る．そして，綾里地区で行われた専門家による復興支援と情報共有の事例，復興まちづくりに関する行

政支援，大船渡市における復興支援担い手の育成，日本建築学会まちづくり支援建築会議について報告

している． 
東北地方太平洋沖地震で最も甚大な被害を受けたのは，岩手県，宮城県，福島県であった．この被災

三県の中で福島県は原子力発電所の事故により，他の二県と比べ復興の様相が異なっている．第 8 章で

はこうした福島県の復興に焦点を当て，その概要とともに，放射能汚染と除染，広域避難と被災者の住

まい，復興計画と各地の事例について述べている． 
そして，最後の第 9 章では，事実の報告に囚われず，専門家の思う東日本大震災後の復興のあるべき

姿や反省点など，東日本大震災からの復興に関する「論説」を扱っている．我が国に甚大な被害をもた

らした東日本大震災の都市復興を将来に向けて記録することを目的とした，日本建築学会が担当する

「東日本大震災合同調査報告 都市計画編」として，こうした思想的な要素を残すことも重要だと考え

るからである． 
 
本書が発刊される頃，東日本大震災が発生してから 9 年目を迎える．各被災地における復興の全体像

はほぼ見えてきてはいるものの，建設中の建物や整備途上の公園等もまだまだある．また福島県の避難

指示解除地域の今後の行方も気になるところである．本書が東日本大震災における都市復興のすべてを

包括しているわけではないが，南海トラフ地震や首都直下地震の発生が懸念される現代において，将来

の災害後復興に関わる人々にとって本書が Build Back Better（より良い復興）の一助となることがで

きれば幸いである． 
 
最後に，本編をまとめるにあたって貴重な資料や情報を提供していただいた関係各位に心から御礼申

し上げる． 
 

2019 年 1 月 
都市計画編集担当 

村尾 修，加藤孝明，姥浦道生 
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